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結果のサマリー
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○政府全体でEBPM（証拠に基づく政策立案）を進めている中で、主に雇用保険を受給できない方を対

象とした求職者支援訓練について、雇用保険や職業紹介に係る行政記録情報を連結して分析を行い、

現状を把握した。

○傾向スコアマッチング法などを用いて訓練受講後における入職の効果を検証したところ、求職者支援

訓練を受講することにより、雇用保険が適用された仕事に入職しやすくなる傾向が見られ（→６ペー

ジ）、期待される効果が認められた。労働市場整備が求められている中で、求職者支援訓練を推進し

ていくことは、雇用保険が適用された仕事への入職を促進させ、安定的な雇用の実現のためには不可

欠であるといえる。

○一方で、入職後３年間における就業継続をみると、求職者支援訓練を受けた者と受けなかった者の間

で大きな差が見られなかった（→10、11ページ）。



求職者支援訓練による入職への効果



分析データの基本統計

○2018年中に終了した求職者支援訓練のコースを修了した者に注目し、2017年以降における求職申込の情報と紐付け
できた約1.2万人が「受講あり」、それ以外で、無作為に抽出した約15万人を「受講なし」とした。
○求職者支援訓練の「受講あり」、「受講なし」ともに、希望する職業で事務的職業が多い。

性別

最終学歴

年齢層（ハローワークへの求職申込時点）

希望する職業

男性 女性 不明

受講あり 27.1% 72.8% 0.1%

受講なし 43.3% 56.6% 0.1%

中学 高校 高専 短大 大学・大学院その他

受講あり 3.8% 54.2% 1.2% 13.2% 26.5% 1.1%

受講なし 6.1% 54.6% 1.3% 10.8% 25.6% 1.5%

15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳以上

受講あり 15.0% 28.4% 23.8% 21.3% 10.0% 1.5%

受講なし 13.0% 22.9% 20.4% 17.6% 15.4% 10.7%

※「受講あり」「受講なし」いずれにおいても、2017～18年に
おいて雇用保険被保険者データが無く、基本手当を受給して
いない者を抽出している
※「受講なし」には公共職業訓練を受講した者が含まれる。過
去においては公共職業訓練の受講有無が記録されていないた
めに、「受講なし」から除外できていない
※修了者から途中退校者は除いている

専門的・

技術的職

業
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業

サービス
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運搬・清

掃・包装
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輸送・機

械運転の

職業

その他

受講あり 17.9% 46.1% 17.2% 6.6% 2.3% 5.3% 1.0% 3.7%

受講なし 14.3% 38.4% 9.7% 8.2% 5.1% 14.6% 3.6% 6.2%
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傾向スコアマッチング法を活用した対照群の構築

傾向スコアマッチング法の一つである最近傍（Nearest Neighborhood）法を用いる。ロジットモデルを推定し傾向ス

コアを算出し、傾向スコアが処置群と最も近い対照群を構築した。

ロジットモデルの推定（被説明変数＝訓練受講ダミー） マッチング後のバランス確認

※最終学歴のレファレンスグループは高校、希望職種のそれはサービスの職業。

4



雇用保険が適用された仕事への入職割合

求職申込から雇用保険が適用された仕事への入職までの期間を見ると、求職申込から150日経過あたりから、訓練受講

者における無業者等の割合が大きく低下している。

※Kaplan-Meier法によってグラフを表示している。
※訓練非受講者は、マッチングを行う前のサンプルを用いた結果である。
※2017年以降に求職申込をした者が、2019年までに雇用保険が適用された仕事に就職しているかを把握している。
※無業者等には、雇用保険が適用されない仕事への就職や自営業の開始等が含まれる。
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求職者支援訓練受講有無別 無業者等の割合

25%

0%

受講なし

受講あり

============================

被説明変数:１=入職した、0=それ以外

----------------------------

最小二乗法 マッチング法

-----------------------------------------

訓練受講 0.214***      0.191***   

ダミー (0.004)        (0.004)   

Constant        0.306***      0.329***   

(0.001)       (0.004)   

-----------------------------------------

Observations   164,537       24,550    

Adjusted R2      0.014          0.037   

============================

Note:     *p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01

入職の有無に関する線形回帰分析
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求職者支援訓練による

就業継続（※）への効果

※）就業継続については、雇用保険の資格取得（＝入職）、離職によって判断するが、
離転職を繰り返しながらも引き続き雇用保険に適用される仕事で継続することもキャ
リア形成上重要な観点であるため離転職を繰り返しながらも、雇用保険に適用される
仕事を継続しているかといった点に着目した分析を行う。



分析データの基本統計

求職者支援訓練の「受講あり」、「受講なし」ともに、女性の構成比が半数を超える。

性別

最終学歴

年齢層（2019年１～６月の入職時点）

入職時の雇用形態

※正社員等には、常用派遣、フルタイムの正社員が含まれる
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男性 女性 不明

受講あり 25.8% 74.0% 0.1%

受講なし 43.5% 56.4% 0.1%

中学 高校 高専 短大 大学・大学院

受講あり 3.0% 50.3% 1.0% 14.3% 31.4%

受講なし 5.3% 55.7% 1.3% 10.9% 26.8%

15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65歳以上

受講あり 9.4% 28.5% 24.6% 24.2% 11.8% 1.5%

受講なし 8.2% 25.2% 21.8% 21.7% 15.7% 7.5%

パートタイム 有期契約 派遣 正社員等 その他

受講あり 21.7% 26.4% 14.0% 37.9% 0.1%

受講なし 21.5% 23.9% 10.5% 40.2% 3.9%



傾向スコアマッチング法を活用した対照群の構築

傾向スコアマッチング法の一つである最近傍（Nearest Neighborhood）法を用いる。ロジットモデルを推定し傾向ス

コアを算出し、傾向スコアが処置群と最も近い対照群を構築した。

ロジットモデルの推定（被説明変数＝訓練受講ダミー） マッチング後のバランス確認
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※ロジットモデルのグラフの横軸は係数、縦軸は説明変数。限界効果を取っていない。

※最終学歴のレファレンスグループは高校。

※対照群については、無作為にサンプルを10分の1にして推定等を行った。

AIC: 22460



就業継続の状況

2019年１～６月の入職後３年間において、雇用保険に適用されていたかを見ると、訓練受講の有無に関わらず、大半

の者は、３年間のうち多くの期間において、雇用保険が適用されている仕事についていることが分かる。

人数

入職してから３年間（1095日）のうち雇用保険に適用されていた期間（日数）

受
講
あ
り

受
講
な
し

平均：800.7日

中央値：1003日

最大値： 1095日

平均：774.2日

中央値： 970日

最大値：1095日

91095日
※受講なしはマッチ後のデータを使用しており、訓練受講、非受講いずれも3,347名の結果

1503名
（最大から
30日以内）

1431名
（最大から
30日以内）



就業継続に関する回帰分析の結果

就業継続として、①３年間のうち雇用保険に適用された期間と、②その期間が中央値以上を１とするダミー変数のそ

れぞれにおいて分析を行ったが、訓練受講の有無によって就業継続についての差は見られなかった。

①適用された期間に関する分析（対数、最小２乗法）
②全体の中央値以上を１とするダミー変数に関する分析

（ロジットモデル）

10※職業のレファレンスグループはサービスの職業。



【参考】就業継続の分析におけるデータの構築方法

入職後３年程度の動向を把握できるようにするため、2019年１～６月に入職した者に限定し、下記の条件を設定し、

分析対象となる者の絞り込みを行った。

※入職とは、雇用保険が適用された仕事への
就職を意味し、雇用保険に適用されない仕事に
就職した者は含まれない。

2019年１～６月に入職
約403.2万人（新卒者除く）

上記の入職より30日前までに離職なし 上記の入職より30日前までに離職あり

約222.4万人約170.8万人

分析対象外

※離職とは、雇用保険が適用された仕事からの
離職を意味する。

※いわゆるOn-the-job searchを経験した者を対
象外とするため、ハローワークへの求職申込
以外に、他の求職手段で転職している者も考
慮し、一定期間内に転職している者を対象外
としている。

求職番号と紐付け
可能

求職番号と紐付け不可能

約46.2万人 約124.6万人

※求職番号とは、ハローワークの職業紹介における個人を識別する番号である。
※求職番号と、雇用保険の被保険者番号が一対一に対応する者を「紐づけ可能」として
おり、過去において、ハローワークに求職申し込みをした者であるといえる。

職業紹介の利用可能なデータとして、2016年以降にハローワークに求職申込をした者のうち

✓ 求職者支援訓練を受講し、修了した者 ３，３４７名 （処置群）

✓ 求職者支援訓練を受講していない者 ３９６，６１５名 （対照群）

を分析の対象とする。

※訓練を受講したが途中退校した者は処置群にも対照群にも含めていない。
※上記の対照群の人数は、マッチング法を適用する前の人数。
※対照群は求職者支援訓練を受講していないが、公共職業訓練を受けている者が含まれている可能性がある。

分析対象外
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